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平成２７年３月２５日
要領第１号
改正　平成２９年１月３１日要領第１号
平成３０年１月３１日要領第３号
令和３年３月１５日要領第２号
（趣旨）
第１条　この要領は、広尾町起業家等支援要綱（平成２７年広尾町要綱第１０号。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、要綱の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。
（補助金対象者）
第２条　補助金の交付を受けることができる者は、事業計画の認定を受けた者（以下「事業者」という。）とする。
（補助金の対象経費）
第３条　要綱第５条に規定する対象経費は、別表に掲げる経費とする。
（事業計画書の提出）
第４条　要綱第７条に規定する事業計画書（別記様式第１号）は、関係書類を添えて、広尾町商工会を経て町長に提出しなければならない。
（事業計画審査委員会）
第５条　町長は、起業家等から提出された事業計画認定の可否にあたり事業計画審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置し、意見を徴するものとする。
２　審査委員会は、副町長、関係課長、広尾町商工会役員、広尾金融協会、有識者等により組織し、委員長は副町長があたる。
３　審査委員の任期は任命から２年間とする。なお、審査委員が異動等の場合は、その後任者が任期を引き継ぐこととする。
４　審査委員会は、委員長が必要に応じて招集し、会議の議長となる。
５　審査委員会の事務は、水産商工観光課及び広尾町商工会事務局があたる。
（事業計画等の可否通知）
第６条　町長は、要綱第８条に規定する認定の可否については、事業計画認定（不認定）書（別記様式第２号）により事業計画の提出者に通知するものとする。
（補助金の交付申請）
第７条　要綱第９条第１項に規定する補助金の交付申請は、補助金交付申請書（別記様式第３号）に次の関係書類を添えて町長に提出しなければならない。
(1)　事務所及び事業所が賃貸借の場合は賃貸契約書の写し
(2)　見積書の写し
(3)　その他町長が必要と認めたもの
（補助金の交付決定）
第８条　町長は、前条の補助金の交付申請があったときは、当該事業に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請の内容を調査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（別記様式第４号）により事業者に通知するものとする。
（計画変更・中止・廃止の承認）
第９条　補助金の交付決定を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号に掲げる場合は、事業変更承認申請書（別記様式第５号）又は広尾町起業家等支援補助金事業等中止・廃止承認申請書（別記様式第５号―３）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更で町長が認めるものについては、この限りでない。
(1)　補助金交付の対象となった事業計画の内容を著しく変更しようとするとき。
(2)　別表に掲げる補助対象事業ごとの経費の配分を２割を超えて変更しようとするとき。
(3)　事業が予定の期間内に完了する見込みがなくなり、期間を延長しようとするとき。
(4)　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
（補助金の取下げ）
第１０条　補助金の交付申請をした事業者は、第８条の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の交付の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受理した日から１４日以内に補助金交付申請取下書（別記様式第６号）を町に提出することにより、申請の取下げをすることができる。
２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付決定はなかったものとみなす。
（実績報告）
第１１条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止の承認を受けたときを含む。）又は事業終了日を経過したときは、速やかに実績報告書（別記様式第７号）に関係書類を添えて、町長に報告しなければならない。
（補助金の額の確定）
第１２条　町長は前条に規定する報告を受けようとする場合、必要に応じて審査委員会の意見を聞くものとする。
２　町長は、前条に規定する報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行うものとする。
３　町長は、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に交付額確定通知書（別記様式第８号）により通知するものとする。
（補助金の交付の請求）
第１３条　補助事業者は、補助金の交付の請求をしようとするときは、補助金交付請求書（別記様式第９号）を町長に提出しなければならない。
第１４条　削除
（交付決定の取消し）
第１５条　町長は、補助事業者が、補助金を他の用途へ使用し、補助事業に関して補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等若しくは町長の指示に違反したときは、補助金交付決定の全部又は一部を取消すことがある。
２　前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定した後においても適用があるものとする。
３　町長は、第１項による取消しをした場合においては速やかに当該補助事業者に補助金交付取消通知書（別記様式第１２号）にて通知するものとする。
（補助金の返還）
第１６条　町長は、補助金の交付決定を取消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
２　町長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
３　町長は前２項の規定により補助金等の返還を命ずるときは、補助金等返還命令書（別記様式第１３号）により、当該補助事業者等へ通知するものとする。
４　返還を命ぜられた補助事業者が命令に応じないときは、連帯保証人に対し補助金の返還を命ずることとする。
（違約加算金及び違約延滞金）
第１７条　補助事業者は、前条第１項の規定による取消しに関し、補助金の返還を命令されたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、広尾町税外公法上の収入条例（平成２５年条例第２７号）に定める例により計算した違約加算金を町に納付しなければならない。
２　補助事業者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、広尾町税外公法上の収入条例に定める例により計算した違約延滞金を町に納付しなければならない。
３　第１項の規定により違約加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、その納付額は、まず当該返還を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。
第１８条　削除
（成果の発表）
第１９条　町長は、広尾町における起業を促進するため、必要に応じて、補助事業者に成果の発表を行わせることができる。
（委任）
第２０条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。
制定文　抄
平成２７年４月１日から適用する。
附　則（平成２９年要領第１号）
この要領は、平成２９年１月３１日から施行する。
附　則（平成３０年要領第３号）
この要領は、平成３０年４月１日から施行する。
　　附　則（令和３年要領第２号）
この要領は、令和３年４月１日から施行する。


別表（第３条関係）
	経費区分
	内容

	庁費
	・試作品原材料費（新製品等開発支援事業に限る）
・備品購入費（ただし、車両購入費、パソコン、デジカメ等の日常的に使用する汎用性物品購入費は除く）
・施設改修費
・設備購入設置費
・事務用品購入費
・その他町長が必要かつ適当と認める経費（食糧費等の個人消費的経費を除く）

	委託費
	・外注加工等に要する経費（新製品等開発支援事業に限る）
・商品等デザイン委託（新製品等開発支援事業に限る）



別記様式第１号（第４条関係）
別記様式第２号（第６条関係）
別記様式第３号（第７条関係）
別記様式第４号（第８条関係）
別記様式第５号（第９条関係）
別記様式第５号―２（第９条関係）
別記様式第５号―３（第９条関係）
別記様式第５号―４（第９条関係）
別記様式第６号（第１０条関係）
別記様式第７号（第１１条関係）
別記様式第７号―２（第１４条関係）
別記様式第８号（第１２条関係）
別記様式第９号（第１３条関係）
別記様式第９号―２　削除
別記様式第１０号　削除
別記様式第１１号　削除
別記様式第１２号（第１５条関係）
別記様式第１３号（第１６条関係）
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